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ただ今上程されました令和２年度佐世保市一般会計予算をはじめとする各議案

の提案理由説明に先立ち、令和２年度における市政運営の方針について説明させて

いただき、市民の皆様並びに議員の皆様のより一層のご理解とご協力を賜りたいと

存じます。  

昨年は、我が国では天皇陛下がご即位され、未来への希望とともに、「令和」と

いう新しい時代がスタートした年でした。  

また、アジアで初開催となるラグビーワールドカップ日本大会において、「ＯＮ

Ｅ  ＴＥＡＭ」をスローガンとした日本代表の素晴らしい活躍は、私たち国民に感

動と希望を与え、また、世界中にも日本の素晴らしさが伝わったものと感じており

ます。  

一方、全国各地で集中豪雨や台風などによる自然災害が相次ぎ、大きな爪痕を残

すとともに、本市におきましても、８月の豪雨において、江迎川が越水し、家屋浸

水や農業被害、土木施設等への被害が生じました。改めまして、被災された皆様に

お見舞い申し上げますとともに、一刻も早い復旧に努めてまいります。  

また、中国で発生した新型コロナウイルスは、わが国にとっても大きな脅威であ

り、政府としても国際機関と協力して、その対応を強化していくこととされていま

す。中国からの観光客が多数訪れる本市にとりましても、しっかりとした水際対策

等を関係機関と連携し行ってまいります。  

そのようななか、令和元年度の本市の重要施策を振り返りますと、昨年４月に、

本市と周辺１０市町による「西九州させぼ広域都市圏」を形成し、佐世保市が中心

市として、リーダーシップの役割を果たすことといたしました。  

その取組として、地域電力会社である自治体ＰＰＳとして「西九州させぼパワー

ズ株式会社」を立ち上げ、利益を本市のみならず、連携市町へ拡大することにより、

地域振興に繋げる仕組みを構築いたしました。  

さらに、連携市町の農水産物等の特産品の販路を拡大する取組や、移住対策を広

域に拡大した移住サポートプラザの充実、ホームページ等の広報媒体を広域圏まで

拡充する取組、広域圏サポーターの創出など、行政区域の枠を超え、経済の交流促

進やふるさとの魅力を高め、誰もが暮らしたくなる地域となることを目指す取組を

始めました。  

また、昨年は、佐世保の近代化の歩みが始まった佐世保鎮守府開庁・佐世保港開

港から１３０年の記念の年でありました。  

７月の記念式典を皮切りに、官民挙げて、様々なイベントやシンポジウムなどを

開催するとともに、ガイドツアー、港町グルメなど観光ＰＲ、観光客誘致を積極的

に展開しました。  

また１０月には、第１２５回九州市長会が本市で開催され、九州各地の１０８の

市から市長など約４００名の方をハウステンボスへお迎えすることができ、佐世保
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鎮守府開庁・佐世保港開港から１３０年の記念事業などを通じて本市の魅力をＰＲ

し、九州の各市長の心に強く伝わったものと思います。  

１３０年の記念の年に、本市のまちづくりの歩みと成長を、市民の皆様と共にお

祝いするだけでなく、国内外の観光客の皆様にも佐世保の魅力をアピールできたも

のと感じております。  

同じ１０月には、政府による全世代型社会保障の考えのもと、幼児教育・保育の

無償化がスタートし、保育所、幼稚園、認定こども園などを利用する３歳児以上の

保育料の無償化に対応いたしました。  

１０月からの消費税の税率引上げに伴い、「低所得者・子育て世帯向けプレミア

ム付商品券事業」を実施し、対象世帯の方々の負担緩和や地域における消費の下支

えに努めました。  

１１月には、長年の悲願であった西九州自動車道佐々ＩＣ～佐世保大塔ＩＣ間

１６．９キロの４車線化の工事が着工されました。日通行量２万から３万台と混雑

している状況のなかで、これまでも高速走行の定時性の確保が本市の大きな課題と

認識していたところであり、４車線化により福岡都市圏と西九州の主要都市間のス

ムーズな行き来が図られ、本市のみならず九州北西部の地域経済の活性化に大きく

寄与するものと期待しております。  

また、１１月には、石木ダム建設事業につきまして、国を当事者とした事業認定

取消訴訟の控訴審判決において、原告側の主張を退ける判決が示されました。石木

ダムの必要性が、司法判断として改めて認められたものであり、長崎県と共に事業

の確実な進展を図ってまいりたいと考えております。  

１２月には、昭和５２年から稼働してきた西部クリーンセンターの老朽化に伴い、

３年間の工期を経て、新しい焼却炉が完成しました。地元関係者の皆様や議員の皆

様のご参加をいただき、安全祈願の火入れ式をつつがなく行うことができ、現在、

本年４月１日からの本格稼働に向け万全な体制で準備を進めているところです。  

また、児童、生徒の健康維持を図るため、昨年２月から整備を進めてきました市

内すべての市立学校へのエアコン設置が、本年３月に完了する見込みであり、本年

の夏から供用を開始する予定となっております。  

さて、私は、昨年４月に市民の皆様から再度ご信託を賜り、市長として４期目と

なる市政執行の大任を担わせていただくこととなり、早くも２年目を迎えようとし

ています。  

平成１９年の市長就任以来、私は「市民が主役である」という「市民第一主義」

を市政運営の基調にし、新しいＳＡＳＥＢＯを実現すべく、「明るく、豊かで、住

みやすい、安全・安心な佐世保」の創造に邁進してまいりましたが、その初心を忘

れることなく、さらに市民の皆様が誇れるふるさとづくりを力強く進めてまいりた

いと思っているところでございます。  
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さて、世界経済の動向としては、世界金融危機以降、大型の景気対策などで世界

経済の回復を牽引してきた中国経済ですが、米中間の追加関税・対抗措置等をはじ

めとする通商問題もあり、また先般のアメリカ・イランの対立による中東情勢の緊

張、石油価格の高騰など、今後の世界経済への影響には注視が必要な状況となって

います。  

一方、我が国経済は、東京２０２０オリンピック・パラリンピック後には消費や

投資が失速することも懸念されていて、景気を支えてきた国内需要が持ちこたえら

れるかという声が聞こえるものの、現状としては、雇用・所得環境の改善により、

緩やかに回復しており、消費税率引上げ後の経済動向を注視する必要はありますが、

緩やかな景気回復が期待されています。  

長崎県においても、日銀長崎支店の発表では、緩やかな回復が続いていると判断

がなされています。  

本市においても、景況感、売上動向、採算動向のすべての景況値が前年より改善

するなど、緩やかながら回復傾向が続いております。一方で、人手不足感の強い状

態が続いており、受注機会の損失や労務費等の上昇による採算悪化など、地域経済

への影響が懸念されます。  

地方においては、地域社会の担い手が減少しているだけでなく、消費市場が萎縮

し地方の経済が縮小するなど、地方における人口、特に生産年齢人口の減少が、様々

な社会的、経済的な影響を生じさせています。  

本市においても、人口減少や合併算定替の段階的終了に伴う税収などの減少に加

え、高齢化の進展や少子化対策・子育て支援対策等に伴う社会保障関係費の増のほ

か、公共施設の維持管理・施設更新経費の増加など、経常的な行政サービスの増大

により、大幅な財源不足が見込まれております。  

そのようななか、東京一極集中の問題や、地方の人口減少問題が、国の最重要課

題の一つとして位置づけられ、「地方創生」の掛け声とともに、平成２６年度末か

ら本格的な取組が始まり、「第１期まち・ひと・しごと創生総合戦略」のもとに、

東京一極集中の是正、地方活性化をスローガンに政策の重点化が進められてきまし

た。  

本年からは第２期として、新しいステージを迎えることを見据え、昨年６月に「ま

ち・ひと・しごと創生基本方針２０１９」を取りまとめられたところです。同基本

方針では、第１期で掲げた人口ビジョン、基本目標などは維持しつつ、新たな視点

として、特定の地域に継続して関わっていく「関係人口」の創出・拡大、地域にお

けるＳｏｃｉｅｔｙ５．０の実現、人材の掘り起こし・育成、民間・ＮＰＯとの協

働などに重点を置いて施策を推進することが示されました。  

このようななかで、先般、総務省が発表した住民基本台帳人口移動報告によると、

佐世保市は  １，４４３人の転出超過で、全国ワースト８位という厳しい結果とな
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りました。  

昨年までの実績では、転出超過の状況であったものの、減少傾向にあり改善が見

られていると評価していた矢先、一転大きくその数が悪化しており、特に、転出者

はほぼ横ばいであるものの、県外からの転入者が減少しているなど、その要因をさ

らに分析し、短期的、中長期的視点での政策の必要があろうかと考えております。 

 

さて、先の１２月定例会における第７次佐世保市総合計画基本構想の議決を経て、

本年４月から第７次総合計画がスタートします。  

時代の変化や課題に的確に対応する「まちづくりの設計図」として策定した本計

画をもとに、市民の皆様が安全で安心して、生きがいと幸せを実感できる暮らしを

おくるための社会の実現を目指しています。  

ここで改めて、第７次総合計画におけるまちづくりの基本的な考え方を述べさせ

ていただきます。  

本市は、日本の本土最西端に位置し、東アジア諸国に近い地理的な優位性を持っ

ており、海と緑に囲まれた豊かな観光資源を有し、港まちとして海外に向かって開

かれてきたという歴史性と、人々や異文化が交流し、それに培われてきた文化性と

いう土壌、これに加えて多様性や世界に開かれたまちの住民として進取の心を持つ

という風土があります。  

そのなかで、本市も先ほど述べましたとおり、人口減少社会という荒波が押し寄

せており、その荒波は地域における社会経済の担い手の減少を招き、今後も、社会

全体の生産力や消費、地域コミュニティ、社会保障関係費の負担などへ大きな影響

が出ることは確実だと感じております。  

この波を最小限に抑え込むには、様々な人と人、様々な人と地域資源が世代や分

野を超え、繋がることで相乗効果が発揮できると考えており、一人の力と他の人の

力を合わせることで、「１＋１＝２」ではなく、「１＋１＝３以上」の大きな効果、

大きな力を発揮できるのではないかと思っております。  

この困難な時局を乗り越えるためには、市民の皆様に、もっと佐世保が好きにな

ってもらえる、誇りに思っていただける、いわゆる「シビックプライド」を高める

ことで、一人ひとりの地域力、市民力が高まり、市民力の結集による相乗効果を生

み出すことが重要であると考えます。  

第７次総合計画では、その下支えをすべく、地域の価値を高め、地域社会全体を

支え都市として成長していく政策を展開していきます。  

そこで、令和という新時代を迎え、本市がもつ可能性を形にするため、国内だけ

でなく、世界のＳＡＳＥＢＯとしてはばたくことをイメージして、「海風  薫り  世

界へはばたく  〝キラっ都″ＳＡＳＥＢＯ」を本市の誇り高い将来像といたしまし

た。  



 5 

実現に向けた政策展開にあたっては、「挑戦」、「創造」、「多様性」、「共生」を総

合計画の基本理念とし、その理念のもと「しごと」、「ひと」、「まち」、「くらし」の

４つの分野で、市民の皆様と一緒に目指す都市像を明確に表したうえで、これらの

政策について、行政として、しっかりと下支えする「行政経営」の方向性を示し、

この５つの分野をもって、戦略的に、将来像の実現を図ってまいります。  

「しごと」が「ひと」を呼び、「ひと」が「しごと」を呼び込む好循環をしっか

りと確立する政策を展開し、そして、新たな人の流れを生み出すことで、人々が安

心して生活を営み、子どもを産み育てられる、暮らし続けられるまちへの好循環ス

パイラルを目指してまいります。  

そこで、４つの都市像とは、  

◆「しごと」の都市像  「活力あふれる国際都市」  

◆「ひと」の都市像  「育み、学び、認め合う『人財』育成都市」  

◆「まち」の都市像  「西九州を牽引する創造都市」  

◆「くらし」の都市像  「地域が社会を築く安心都市」  

を目指しています。  

これらを実現するための、政策展開を行ううえで、共通概念として、次の５つの

基本原則をもとに、行政活動を展開します。  

１．ヒト、モノ、カネといった限られた行政資源を最大限に有効活用するために、

ムダを極力排除した「生産性の向上・効率化」を行い、最大限の成果を生み出

します。  

２．今後大幅な財源不足が見込まれるなか、行政だけでは地域課題の解決が困難

になってくることが予想されることから、対等なパートナーとしての「官民協

働」を前提に事業を組み立てます。  

３．人口減少社会にあっても、公共インフラの維持・効率化、地域コミュニティ

の存続など、将来にわたって市民生活の質が維持されるよう、「コンパクト・

プラス・ネットワークのまちづくり」を基本理念として都市形成を推進します。 

４．部局による政策・施策について、確実かつ責任ある推進を図るとともに、多

様化する様々な市民ニーズへ対応するため、部局横断による「市民第一のもと  

迅速・柔軟な横断的取組」を展開します。  

５．西九州させぼ広域都市圏の人口規模と経済を維持するため、「都市圏におけ

る連携効果の拡大」を図ります。  

以上、５つの行政活動の展開における基本原則をもとに将来像をしっかり見据え

ると同時に、行政経営戦略サイクルの展開を図ってまいります。  

行政経営戦略サイクルとは、ムリ・ムダ・ムラの排除による改革改善により得ら

れた財源を重要施策へ優先的に投資することで、本市経済を活性化し、この結果得

られる税収を教育や福祉などの市民生活へ還元するという、一連の行政経営のマネ



 6 

ジメントサイクルであり、第７次総合計画では、これらの基本的な考え方を明確に

提示しています。  

先ほど申し述べた５つの基本原則と、行政経営戦略サイクルを着実に展開するこ

とで、第７次総合計画の目標年度の令和９年度に向け、人口２３万人、市内総生産

７，３４０億円を堅持すべき目標としたうえで、しっかりと政策を推進してまいり

ます。  

ここで、国の政策の動向、社会情勢を踏まえ、第７次総合計画における地方創生、

西九州させぼ広域都市圏及びＳＤＧｓの反映につきまして述べさせていただきま

す。  

まず、国の総合戦略への改訂の趣旨及び動向を踏まえ、本市における総合戦略の

改訂については、西九州地域の中心市として継続的に維持していくには、本市人口

ビジョンに掲げる長期人口目標を達成し、中核市として人口規模を維持すること、

そのためにも経済規模を縮小させないことが重要と考えております。  

そのためには、人口問題、地域のライフスタイル、ライフステージに沿った政策、

いわゆる総合計画による政策の総動員が必要であるとの考えのもと、第７次総合計

画に総合戦略を包含し進めることで、人口減少問題、地方創生にしっかりと向き合

うことといたしました。  

本市を含む周辺の１１市町で構成する西九州させぼ広域都市圏に関しては、都市

圏ビジョンの中心市としての役割を第７次総合計画の中で明確に記載しておりま

す。  

本圏域の持続的成長を見据え、農水産物等の特産品の販路拡大や、広域圏サポー

ターによる関係人口の創出などをはじめ、連携協約に基づく役割を自覚と責任をも

って確実に果たし、圏域の未来を切り拓くうえでの重要な成長の礎にしていきたい

と思っております。  

そのうえで、協約締結に至らなかった佐々町との連携も十分に確認できたことか

ら、新たに連携協約締結に向けて進めてまいりたいと考えております。  

国際社会は、２０３０年までに貧困撲滅などの目標を立てて、持続可能な開発を

実現するという共通課題に取り組むため、ＳＤＧｓを推進しています。  

これは、国際社会が誰ひとり取り残さない社会の構築を目指すもので、わが国に

おいても、持続可能な経済・社会づくりに向け取り組まれています。  

本市におきましても、その理念や方向性、各政策の目的が、ＳＤＧｓに示す１７の

基本目標と多くの点で共通していると考えております。  

そこで、国内外の産学官民との連携のもと、持続可能なまちづくりと地域の活性

化を通じた地方創生を実現してまいりたいと考え、私や職員が地域との課題解決の

懸け橋となるべく、率先して世界共通の言語であるＳＤＧｓを推進する意思を表明

しています。  
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これらのことを踏まえ、第７次総合計画に掲げたまちづくりの将来像の実現のた

め、計画における「しごと」、「ひと」、「まち」、「くらし」と、これに「行政経営」

を加えた５つの分野における、第７次総合計画の初年度における取組内容と、その

取組を牽引するためのリーディングプロジェクトについて、重点化いたしまして説

明申し上げます。  

 

１  「活力あふれる国際都市」  

「しごと」の分野では、目指す社会状態のベンチマークとして、市内総生産や市

内就職率を維持することとしています。  

そのために、地域の特性を活かした各種産業の振興を図り、幅広い年代の雇用の

増大と多様化を進め、これからの情報社会にも対応できる“豊かで元気なまちづく

り”を目指すとともに、活力ある産業の育成により、中長期的には国際競争を勝ち

抜く産業づくりを目指してまいります。  

まず、「観光商工政策」では、将来にわたって活力ある地域社会を支える地場産

業を支援し、地域資源を活かした産業づくりと交流人口の拡大を進め、活力と賑わ

いにあふれるまちづくりの実現を図ります。  

観光の振興においては、「西海国立公園九十九島」と「ハウステンボス」の連携

強化による認知度向上と集客強化を図り、「海風の国」佐世保・小値賀観光圏のブ

ランドコンセプトに基づいた滞在交流型観光を推進します。  

また、世界文化遺産「黒島の集落」や「鎮守府」・「三川内焼」という２つの日本

遺産の観光ブランドを活用し、佐世保の魅力発信に取り組むとともに、江迎地区に

おいて長崎県の「まちづくり応援事業」の認定を受けた観光地域づくりを進め、本

市におけるモデルの確立に取り組みます。  

東アジア、特に香港などからの誘客を促進するため、レンタカーを活用した宿泊

者への二次交通の対応支援に取り組み、海外での利用が多いＳＮＳを効果的に活用

した観光情報の発信を行うなど、佐世保の認知度向上と海外からの観光需要の取り

込みを図ります。  

広域連携による周遊観光の推進では、圏域内での観光客の満足度調査や、様々な

広報宣伝を活用したＦＩＴ（海外個人旅行者）対策などを行うことで、圏域内への

周遊促進に繋げます。  

また、西海国立公園九十九島水族館「海きらら」については、老朽化対策やリニ

ューアルの視点を含めた長寿命化計画の策定を行います。  

地場企業の振興については、協調金融機関及び信用保証協会と連携を図り、低利

で利用しやすい制度融資を実施し、市内企業の資金需要に的確に対応するほか、低

い金利設定を行っている創業資金により創業者の資金調達を円滑に進め、本市にお
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ける創業促進を図ります。併せて、保証料補給や利子補給等を行うことで市内企業

の負担を軽減するなどの支援策を講じます。  

また、産業支援センターにおいて、市内中小企業の成長促進に繋がる取組への支

援や、急成長が期待できるスタートアップやベンチャー企業の育成を引き続き進め

てまいります。  

「農林水産政策」では、地域の特色を生かした「産品」と、元気な「担い手」の

育成による、農林水産業の活性化を図ります。  

農林業の振興においては、西海みかんや長崎和牛に続く特産品の創出を目指し、

今後産地化が見込まれる「いちご」と「菊」に加え、近年、都市部を中心に花束や

ブーケなどの利用で注目を集め、日本一の生産量を誇っている「アスチルベ」に対

する重点的な支援に取り組み、更なるブランド力の向上と産地の拡大を図るととも

に、儲かる農業の一翼を担う産品へ育成していきます。  

肉用牛につきましては、子牛から牛肉まで一貫した生産ができるという、県北地

域で本市のみが持つ強みを活かした「させぼ生まれ“させぼ育ち”長崎和牛」にお

いて、高品質牛の増頭と認知度向上、消費拡大に取り組み、させぼ産長崎和牛のブ

ランド力強化を目指します。  

また、森林整備等に関する国の譲与税を活用して、本市の森林の現況の把握を行

い、本市内の私有林の整備促進を図ります。  

水産業の振興においては、水産資源の維持増大を図るため、水産センターの機能

強化を推進するとともに、付加価値の高い種苗の研究開発に取り組みます。  

また、水産市場に隣接する水産加工団地用地について、売却に向けた取組を行い、

当地の利活用を進めてまいります。  

「企業立地政策」では、製造業及びオフィス系企業など魅力ある雇用を生み出す

企業立地を実現させ、市外への人口流出抑制及びＵＪＩターンによる流入人口増加

を図ります。  

佐世保相浦工業団地については本市の核となるような製造業を誘致し、市中心部

においては民間で行われるオフィスビル整備などへの支援に取り組むとともに、立

地企業の操業に対しできる限りの支援を行い、多様な就労の場を確保してまいりま

す。  

 

２  「育み、学び、認め合う『人財』育成都市」  

「ひと」の分野では、目指す社会状態のベンチマークとして出生率を向上させる

とともに、生涯学習を行う市民を増やすこととしています。  

そのために、学力、体力、豊かな心、共感力等の育成に重きを置き、学校、幼児

教育・保育施設、家庭、地域、企業、行政の連携を強化して、心豊かな人を育む“子

育てしやすいまちづくり”を目指してまいります。  
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「子ども未来政策」では、令和２年度を始期とする「第２期新させぼっ子未来プ

ラン」に基づき、「人財」育成の観点を重視し、子育て支援に係る様々な施策を展

開することにより、子どもを安心して産み、楽しく育て、子どもが健やかに成長で

きるまちを目指してまいります。  

母子保健の推進と安心な育児環境の充実においては、若者世代が希望をもてるラ

イフデザイン構築のための支援を展開するとともに、妊娠、出産、子育てに至る切

れ目のない支援の一環として、新たに、妊婦の方が陣痛時にタクシーを利用する際

の補助を行うなど、安心して出産ができる環境づくりを進めます。  

地域での子どもと子育ての支援においては、地域での自主的な子育て支援のアイ

デア活動の実現化にあたり、助成を通じた後押しを行い、子育て世代を支えていく

気運の醸成を図ります。また、子どもたちの居場所づくりとして、放課後児童クラ

ブの適切な運営を行うとともに、天候の影響を受けずに子どもと保護者が楽しく遊

び・学べる屋内遊び場の整備を推進し、子ども・子育てを通じ人が集い、繋がり合

う場の創出を図ります。  

幼児教育・保育の充実においては、引き続き、既存施設の老朽化に伴う改修等に

合わせた利用定員の拡充を図るとともに、保育士の処遇改善のほか、人件費助成等

による保育士確保対策を実施するなど、ハード・ソフト両面での対策を講じ、年度

途中における待機児童ゼロを目指します。  

また、保育所等での副食費について、徴収免除対象者を年収３６０万円未満相当

世帯と第３子以降の子どもとしている国の制度に加え、本市の独自施策として、第

２子に対しても免除対象を拡充することなどにより、少子化の主な背景に挙げられ

る「第２子の壁」や多子世帯における経済的負担等の改善に繋げてまいります。  

「教育政策」では、学校教育や生涯学習環境の場において、子どもたちを含む市

民が生涯を通じて学び、文化、スポーツ等に親しむことができる環境の充実を図り

ます。  

学校教育の充実においては、教職員の資質向上などの学力向上施策を推進すると

ともに、令和２年度から外国語授業が増加することに伴い、外国語に親しむ環境を

整備し、確かな学力を身につけさせます。  

また、一人一台学習用端末と高速大容量の通信ネットワークを一体的に整備する

ＧＩＧＡスクール構想の実現に向けて、学校のＩＣＴ環境の整備や、ＩＣＴを活用

した学習活動の充実に努め、Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０という新たな時代を生きる子ど

もの情報活用能力の向上を推進します。  

さらに、教職員の働き方改革を一層推進し、教職員の業務の負担を軽減させ、子

どもと向き合う時間を確保するなど、学校教育活動の更なる充実に努めてまいりま

す。  

また、学校規模の適正化や通学区域の見直しを行うとともに、学校学期制につい
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ては、学校、児童生徒、保護者との関係を考慮して、新しい３学期制に向けた制度

設計を行い、円滑な制度移行の準備を進めることで、児童生徒の望ましい教育環境

の確保を図ります。  

年々増加するいじめ・不登校等の様々な課題に対応するため、スクールソーシャ

ルワーカーを増員し、従来の派遣方式に加え、定期的に学校を巡回することにより、

早期の問題解決に努めます。  

豊かな心を育むまちづくりにおいては、現在、光海中・金比良小学校で取り組ん

でいる地域未来塾のモデル地区をさらに拡大することなどにより、学校・地域・家

庭が一体となって子どもと向き合い、青少年の健全な育成を推進することや、地域

全体の教育力向上によって、コミュニティの基盤形成を図ります。  

生涯学習・生涯スポーツの充実においては、本年７月から９月にかけて、東京

２０２０オリンピック・パラリンピックが開催されます。本市におきましても、５月

９日に行われる聖火リレーや、スペインハンドボールチームの事前キャンプ受入れ

実現に向けた取組等を行うことにより、多くの市民の皆様がスポーツに関わり、身

近にスポーツを親しむことができる環境づくりを促進します。  

また、公民館の整備については、吉井地区公民館と支所を併設した吉井地区複合

施設を本年５月に供用開始します。  

立神音楽室を含む立神広場については、日本遺産「鎮守府」の情報発信拠点とし

て、佐世保の歴史を学ぶことができ、賑わいの創出に寄与するような歴史公園とし

て整備するため、設計業務に着手します。  

さらに、青少年の体験学習の推進においては、本市の多くの小・中学生が利用し

ている、県立世知原少年自然の家について、その運営存続を働きかけてまいります。 

 

３  「西九州を牽引する創造都市」  

「まち」の分野では、目指す社会状態のベンチマークとして、都市部における人

口密度の維持をはじめ、水の安定的な供給や公共下水道の普及率向上、道路アクセ

スの向上、水害・土砂災害から市民の命を守る社会基盤づくり、温室効果ガスの削

減、佐世保港を利用する船舶数を増やすこととしています。  

そのために、少子高齢化・人口減少社会に対応した、将来を見据えた計画的なま

ちづくりを進めるとともに、安全安心で快適な生活を守り、多様な交流を支えるま

ちづくりを進めるため、“地域に繋がるまちづくり”を目指します。  

「都市政策」では、少子高齢化・人口減少社会における居住や都市機能の集積に

よる「密度の経済」の発揮を通じて、生活利便性の維持・向上、地域経済の活性化、

行政コストの削減を図ります。  

居住誘導の推進においては、コンパクト・プラス・ネットワークのまちづくりを

基本理念に、拠点性が高く災害リスクが少ない場所に商業や医療などの機能を集積
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し、利便性を高めることで緩やかに居住や都市機能を誘導していく「立地適正化計

画」の作成を進め、西九州させぼ広域都市圏の連携中枢都市としての中心性の維持

向上を図りつつ、各地域においても住み続けられる持続可能な地域づくりを推進し

ます。  

空き家の適正管理の促進、活用につきましては、必要に応じて関係法令に基づく

助言や指導を行うとともに、老朽化した危険な空き家に対して除却費の一部の補助

などを行い、良好な居住環境の確保を図ります。  

地域の特性に応じたまちづくりの推進においては、矢岳・今福地区において、既

存の道路を活かしながら、地域の実情に応じた幅員で車が通行できるように整備す

る「車みち整備事業」を行い、地域住民の方の日常生活の不便さや、緊急時の不安

の解消に努めてまいります。  

市営住宅の戦略的な整備においては、市営住宅の需要を鑑みて、計画的な修繕に

よる維持管理を行うとともに、市の北部エリアについては生活核等に近い場所への

建替えによる集約を目指してまいります。  

また、点検により使用禁止措置を講じておりましたすべての公園遊具について、

準備が整った施設から工事に着手しており、対応が完了した遊具から順次、早期の

開放に努めてまいります。今後は、さらに点検を強化し、安全に遊具が使用できる

よう努めてまいります。  

「水道政策」では、公営企業として経済性を発揮しつつ、清浄で豊富低廉な水の

供給及び下水道の整備を通じて、公衆衛生の向上と生活環境の改善、都市の健全な

発達への寄与を図ります。  

水の安定供給の推進においては、水源開発や水道施設の計画的な更新・再構築及

び維持管理を行うとともに、適切な水質管理を行い、安全安心な水の常時供給を推

進します。  

公共下水道の普及推進と安定処理については、公共下水道の早期整備を推進し、

施設の計画的な維持管理を行うとともに、処理水の適切な水質管理を行います。  

また、上下水道ともに、自然災害や事故等の発生に対し迅速に対応できるよう危

機管理マニュアルの整備などを行い、危機対応力の向上に努めてまいります。  

「土木政策」では、拠点間の連絡強化や、市民の日常生活や地域経済活動を支え

る道路ネットワークを充実させることにより、西九州させぼ広域都市圏の中核とし

て活力あるまちづくりを推進し、また、激甚化・頻発化する自然災害などから市民

の安全を守るための社会インフラの整備や、災害の危険箇所を周知することで、安

全で安心なまちを築いてまいります。  

暮らしと成長を支える道路ネットワークの充実においては、地方創生の礎となり、

広域道路ネットワークの中枢をなす西九州自動車道松浦佐々道路の整備や佐世保

道路の４車線化事業について、しっかりと連携協力しながら工事の進捗を促進しま



 12 

す。  

東彼杵道路につきましては、昨年１２月に民間団体を含めた総決起大会を開催し、

今月６日には国土交通省をはじめとした関係者への要望を実施したところであり、

今後も一日でも早い事業化に向けしっかりと取り組んでまいります。  

また、国際クルーズ拠点関連として、国道２０５号針尾バイパスの江上交差点立

体化や、国道２０２号浦頭交差点から東明中学校入口交差点間の４車線化がおおむ

ね完成する見込みとなり、観光バスの集中による渋滞に一定の対策がなされること

となりました。今後は、引き続き国道２０５号についてはハウステンボス入口交差

点までの区間を、国道２０２号については西海パールライン入口交差点までの４車

線化の早期完成を国や県にお願いしてまいります。また、俵ヶ浦半島へのアクセス

道路であり、観光バスの集中により地域の皆様の日常生活への影響が大きくなって

いる俵ヶ浦日野線につきましても、抜本的な対策を含め、県とともに対策を進めて

まいります。  

市民生活上重要な市道の道路ネットワークの強化については、地域との対話を重

視して策定した道路整備プログラムに基づき、計画的かつ効率的な整備に努めてま

いります。令和２年度においては、市北部地域における国道２０４号などの渋滞対

策となる、市道東山手上部線の整備に本格的に着手いたします。  

また、昨年５月に滋賀県大津市で発生した交差点での交通死亡事故を受け、特に

未就学児が集団で移動する経路に潜む危険箇所の対策工事を行い、安全安心な道路

環境の提供に努めてまいります。  

命を守る斜面地・浸水対策の推進においては、ハード対策として、急傾斜地につ

いては、県又は市が事業主体となって、急傾斜地の崩壊を防止するためのコンクリ

ート構造物などによる保護を行い、河川については、市が管理する河川のうち緊急

性の高い箇所から計画的な対策を実施するとともに、県が実施中の日野川や早岐川

などの河川改修工事に対し連携協力しながら工事の早期完成を目指します。併せて、

河川の樹木伐採や浚渫についても、緊急度に応じ計画的に進めてまいります。  

一方、ソフト対策としては、自然災害に対する災害危険箇所や災害予報等の伝達

方法、避難場所等を示す洪水又は土砂災害のハザードマップを整備し、避難誘導体

制の充実を図ります。  

「環境政策」では、廃棄物の適正処理による生活環境の保全及び公衆衛生の向上

を図るとともに、環境によい行動を自ら選び、取り組む「環境市民」を育成するこ

とで、持続可能な循環型のまちづくりを行います。  

環境保全活動の推進においては、「させぼエコプラザ」を中心に、地域や学校な

ど、様々な年代が利用できる多様な環境教育プログラムの実施や市内の豊かな自然

環境を活用した自然観察会の開催などを引き続き推進し、環境教育・環境学習の推

進や自然環境の保全を図ります。  
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また、浄化槽設置補助金の交付により、浄化槽の普及を促進し、生活環境の向上

及び公共用水域の水質の保全に努めてまいります。  

ごみの減量化と適正処理の促進においては、本年４月から、老朽化に伴い新たに

建設した西部クリーンセンターが供用を開始し、引き続き効率的で安定したごみ処

理を行うとともに、宇久町からのごみの本土統合処理及び既存施設の老朽化に伴う

延命化計画など総合的な整備に取り組み、ごみの発生から最終処分に至るまでの計

画的なごみ処理の推進を図ってまいります。  

「港湾政策」では、佐世保港において、環境の保全に配慮しつつ、計画的な整備、

適正な管理及び利用促進を行うことで、港湾の適正な利用と保全、本市の発展を図

ります。  

人流と物流を支えるみなとづくりにおいては、市中心部の三浦地区において市

民・観光客などで賑わいを創出する交流拠点となるまちづくりを推進し、併せて、

公有財産の有効活用のため、民間活力の導入を含めた土地活用策の検討を進めます。

また、更なるクルーズ客船寄港に向け、県とも連携した誘致活動や、物流において

も、貨物需要に応じ港湾施設の利用調整、支援を行うことで、港湾施設の利用促進

を図ります。  

加えて、鯨瀬ふ頭における港湾施設の再編事業の検討を進め、継続的な航路運航

を維持し、利用者の安全・安心の確保と利便性向上を図ります。  

また、本年５月には、日本港湾協会定時総会が本市で開催されます。毎年全国か

ら約１，０００名の港湾関係者が出席し、開催される会議であり、例年定時総会の

開催日を中心に、関係会議や交流会、講演会などが行われ、そのなかで本市及び佐

世保港のＰＲを行ってまいります。  

 

４  「地域が社会を築く安心都市」  

「くらし」の分野では、目指す社会状態のベンチマークとして、暮らしの安全・

安心を高める環境づくりのために、健康寿命の延伸、災害による被害の軽減、救急

搬送者の生存率向上、災害から市民の命を守ることとしています。  

そのために、市民生活分野においては、豊かな魅力を創出し、定住・移住したく

なる“魅力あるまちづくり”を目指すとともに、福祉分野においては、医療・福祉

の充実を図り、健康寿命を延ばすために、施設・地域・家庭・職場・行政などが共

に連携し、健康で安心して暮らせる“福祉のまちづくり”を目指します。  

「市民生活政策」では、身近な絆の象徴である地域コミュニティの活性化や、人

を大切にし、支え合う仕組みづくりを進めるとともに、交通事故や消費者被害に遭

わない環境整備の充実により、誰もがいつまでも安全・安心で快適に暮らせる市民

生活の実現を図ります。  

地域コミュニティの活性化の推進においては、地区自治協議会の活動拠点である
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地区公民館について、従来の公民館機能を維持しつつ、地域で活動する団体の皆様

がまちづくりのための様々な活動に柔軟に活用できるよう、社会教育施設の枠を超

えたコミュニティセンターへの移行を目指します。  

さらに、地域限定型のご近所ＳＮＳ「マチマチ」の利用者を拡大し、開かれた、

繋がりのある地域づくりや町内会への加入促進に繋げてまいります。  

また、昨年１２月２８日をもって閉園した交通公園が、本年１月６日から交通安

全学習館としてリニューアルし、新たな交通安全学習ツールである体験型シミュレ

ータ機器を導入して道路交通の危険性の仮想体験ができるようになりました。さら

に、従来の幼児に加え、高齢者等を対象とした出前型交通安全教室も実施すること

で、交通安全意識の啓発を図ってまいります。  

また、ご家族がお亡くなりになられた後の手続きについては、個々の事情により

届出が必要な部署や内容が異なることから、ご遺族の負担が大きく、その軽減のた

めに、関係する部署での効率的な手続きへ繋げられるよう予約制を含めた「おくや

みコーナー」の設置について検討してまいります。  

「保健福祉政策」では、健康を支える環境や地域医療の体制など、保健・医療・

福祉サービスを総合的に提供できる体制をつくり、地域共生社会を目指して、誰も

が共に支え合い、いくつになっても健やかに安心して暮らせるまちづくりの実現を

図ります。  

健康づくりの推進においては、官民連携で食・運動・測定などの各分野で市民の

皆様の健康づくりを応援する健康寿命延伸プロジェクトを実施しているところで

すが、昨年１０月から、ウォーキングや検診の受診などによりポイントを獲得する

「させぼ健康ポイント事業」を開始し、気軽に楽しく健康づくりに取り組むきっか

けづくりや、健康づくりを継続する方への支援を進めています。  

また、国民健康保険事業の重症化予防の取組については、慢性腎臓病（ＣＫＤ）

及び糖尿病性腎臓病（ＤＫＤ）対策として、尿の再検査の提案や食事指導といった

既存事業を周知するとともに、かかりつけ医や腎臓専門医との連携体制を新たに構

築し、他の自治体と比較しても数が多い新規人工透析導入患者や高血圧の有所見者

を減らし、医療費の抑制を目指します。  

質の高い地域医療体制の充実においては、適切な救急医療体制の維持と良質で適

切な医療・介護の提供を進めつつ、地域医療を守るための取組として医療人材の確

保により医療サービスの維持を目指すなど医療提供体制の適正化に努めてまいり

ます。  

高齢者になっても健康で自立した生活ができる環境づくりにおいては、医療・介

護などが切れ目なく一体的に受けられる体制、いわゆる地域包括ケアシステムの更

なる拡充と深化を図り、団塊の世代が後期高齢者となる２０２５年に向けて、高齢

者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを継続できる社会を築いてまいります。  
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また、この地域包括ケアシステムをはじめとする地域共生社会の実現に向け、平

成３０年度に策定した第３期佐世保市地域福祉計画に基づき、地域における福祉課

題の解決に努めてまいります。  

障がい者の自立と社会参加の環境づくりにおいては、佐世保市障がい者プランな

どで策定した取組を着実に実施し、障がいのある人もない人も、共に生き、共に過

ごすことのできる共生社会の実現を図ってまいります。また、新たに医療的ケアを

必要とする重症心身障がい者の方の訪問型在宅レスパイト事業にも取り組み、介護

を行っている家族の方の精神的・肉体的負担の軽減を図ります。  

「消防政策」では、火災や自然災害並びに救急・救助に迅速かつ的確に対応する

とともに、火災予防対策を推進することで、住む人と佐世保を訪れる人たちの安

全・安心を守ります。  

火災や自然災害対策の推進においては、西消防署佐々出張所及び江迎・鹿町出張

所の建設のほか、人工衛星を利用した通信指令システムを効果的に運用するととも

に、消防車両や資機材、消防水利を有効に活用し火災等による被害の軽減に努めて

まいります。  

ま た 、 消 防 団 の 適 正 配 置 へ の 取 組 の 第 一 歩 と い た し ま し て 、 第 １ １ 分 団 と 第

１２分団の統合再編及び新格納庫の建設を進め、消防団体制の充実強化を推進しま

す。  

昨今の激甚化する台風や大雨などの水害対策については、風水害対策車や救命ボ

ートを国の貸与制度を利用し整備するとともに、河川の越水や氾濫による被害が懸

念される流域を管轄する中隊本部や分団に、水害救助を支援するセーフティーボー

トを配備し、常備消防と連携した事前の備えを強化してまいります。  

救急・救助の高度化におきましては、応急手当の普及啓発と病院前救護体制の充

実に努め、生存率の向上を目指してまいります。  

火災予防対策の推進におきましては、地域の防火訓練や防火教室を通じて、市民

の皆様と連携して火災予防に取り組むとともに、住宅用火災警報器の設置や維持管

理を推進することで火災の早期発見を図り、生命及び財産の保護に努めてまいりま

す。  

「防災危機管理政策」では、災害や緊急事態から市民の生命及び財産を守り、ま

た防災関係機関と連携して、被害を最小限に抑える環境・体制を整え、災害や緊急

事態に強いまちの実現を図ります。  

災害や緊急事態に対応できる体制の充実強化においては、総合的な防災・危機管

理体制の確立のため、本市の防災危機管理を統括し、指揮監督する「危機管理監」

を設置し、その職に防災危機管理政策を担当する副市長を充てることとし、大規模

自然災害等の危機事象に対し、事前対策も含め、全庁的にマネジメントできる体制

を構築します。  
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また、近年の降雨状況等からすると、災害対策本部が設置される事態を想定する

必要があるため、現在消防局庁舎内にある防災危機管理局の執務場所について、災

害対策本部室となる本庁舎５階庁議室の近くに移転させ、迅速な設置と運営が可能

な体制とします。  

今般策定した国土強靭化地域計画に基づく取組としては、大規模災害時のダメー

ジを少なくするため、災害発生前に、老朽化した道路、橋脚等の健全化や耐震化を

行い、地域の自主的な防災活動等を支援し、市民の防災意識向上を図るほか、災害

発生後の被害を最小限にするため、本計画で重点化した平時からの事業への取組を

強化することにより本市地域の強靭化を図ります。  

また、防災行政無線については、アナログ式からデジタル式に更新する必要があ

る地区において、２８０メガヘルツ帯電波を用いた新たなシステムを令和２年度ま

でに構築し、併せて、当該地区において、戸別受信機を希望する世帯に無償貸与い

たします。加えて、当該地域以外においても新たなシステムへの更新、全市域の統

一化を見据え、戸別受信機が使用できる状態とすることで、情報伝達の環境整備を

図ります。  

さらに、メール配信サービスをはじめ、防災行政無線による情報伝達を補完する

手段の周知を図り、災害時に市民に対し迅速かつ的確に情報を伝達する体制を構築

します。  

併せて、地域の災害特性に応じた住民参加型の地域型防災訓練を実施し、防災リ

ーダーの育成、自主防災組織の結成促進、地区防災計画策定及び地域の防災活動の

支援を推し進めるほか、町内会の公民館等の地域避難所としての活用にも取り組み、

地域住民の災害対応能力の向上を図ります。  

以上が４つの都市像を実現するための令和２年度における主な取組内容となり

ます。  

これら事業の推進にあたりましては、健全な行財政運営のもと、行政活動による

効果を最大化していく必要があります。  

 

５  「行政経営」  

「行政経営」におきましては、市民第一の視点による行政活動の効果を最大化す

るため、事業の目的と責任の明確化を図った上で、客観的な数値を用いた事業の組

立てや事業内容を評価することで、市民への説明責任を果たします。  

まず、令和２年度からの第７次総合計画の実施に併せて、分野別に副市長の担当

を明確にし、「ひと」「くらし」については山口副市長、「しごと」「まち」について

は田中副市長、また「行政経営」については両副市長を総括担当とするなど、分野

別マネジメントを発揮するとともに、部局横断的な取組に対応できる行政機構とし

てまいります。  
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また、第７次総合計画の政策体系等を踏まえ、政策を着実に実施していくための

部局長マネジメント体制の強化が必要なことから、部長のサポート役として「副部

長」を配置するほか、ＩＲの誘致に向けて、立地自治体としての業務を適切かつ速

やかに実施していく必要があることから、企画部内に準部として「ＩＲ推進室」を

設置するなど様々な行政課題等に対応する組織・機構の見直しに取り組みます。  

また、教育委員会においては、今後、市立学校の再編、通学区域の見直し、新た

な学校学期制への移行など、「学校の改革」を進めるとともに、児童生徒に関する

諸課題に対応するために教育委員会事務局に部制を導入し、「教育総務部」「学校教

育部」を新設いたします。  

的確な分析による戦略的な行政経営の推進においては、社会状態の好転を目指し、

行政活動のベンチマークとなるＫＰＩを設定しており、効果的な施策展開を図り、

事業の取捨選択を促進していくことにより成果を生み出し、このことで行政活動の

効果の最大化を図ってまいります。  

戦略的な事業展開の企画・実践においては、人口の転出超過状態が続いており、

市内全域における人口減少に歯止めをかけるため、東京圏から本市に移住された方

を対象とした支援金の交付を含めた支援制度の広報、周知を行い、移住者の増加を

図ることとしております。  

公共交通の維持及び利便性向上については、市民の移動に係る交通手段の確保を

図るため、バス路線等を運営する交通事業者への支援や交通不便地区のそれぞれの

特性に応じた対策を講じてまいります。  

また、市内公共交通の要であるバス事業の継続及び路線再編に関する「佐世保市

地域公共交通再編実施計画」の次期計画策定に向け、検討を進めてまいります。  

文化の振興では、令和２年度にアルカスＳＡＳＥＢＯ開館２０周年を迎えること

から、ＮＨＫ交響楽団佐世保公演等の様々な記念事業を行うなど、多様な文化芸術

に触れる機会の提供を行ってまいります。  

市民の多文化交流の推進については、今後急激な増加が見込まれる在住外国人へ

の対応策として、在住外国人に対する様々な面からのサポートを担う「多文化共生

ネットワーク」の構築に取り組むなど、「多文化共生社会」の進展を図ってまいり

ます。  

市民の視点に立った行政基盤の構築においては、改革改善を推進できる人材の育

成のための取組として、佐世保市人材育成基本方針に定める「求められる職員像」

の実現を目指し、様々な課題に対応した職員研修を行うとともに、長崎県立大学大

学院への職員の入学の支援や、自治大学校への１年間の長期派遣を実施します。  

広報・広聴の取組の充実としては、市政全般に係る広報戦略を策定し、戦略的か

つ効果的に市政情報を発信する「広報政策監」を新たに配置いたします。  

ＩＣＴの利活用による行政サービスの効率化・利便性向上については、令和２年
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度から令和５年度までの４年間に実施する新たな情報化マスタープランに基づき、

ＩＣＴの利活用により時間や地理的な制約、身体的な条件等に関係なく、誰もが利

用しやすい便利な行政サービスの提供を目指し、令和２年度においては、パソコン

の操作を自動化するＲＰＡ、ＡＩによる音声の自動文字起こしや翻訳等の先進技術

を本格的に導入するとともに、行政課題等の解決に向けて、官民協働による実証実

験等に取り組みます。  

健全で持続可能な財政運営の推進においては、第７次総合計画のマネジメントス

キームにあわせた財政計画の策定、及びそれに基づく予算編成を行ってまいります。

また、税負担の公平化と税収の安定確保を図るため、適正かつ公平な課税を行うと

ともに、新たな納付手段であるクレジットカード納付等の導入や徴収体制の一元化

の検討を行うことで、徴収率の向上に努めてまいります。  

また、市有財産につきましては、資産活用基本方針に基づき、払下げや貸付等、

遊休財産の有効活用を進めるとともに、「第１期公共施設適正配置・保全実施計画」

の進捗管理及び第２期実施計画の策定に着手し、施設の適正規模への見直しと計画

的な保全による長寿命化を図ってまいります。  

効果的で効率的な行政運営の推進においては、より質の高い行政サービスをより

低いコストで提供するとともに、健全な財政運営を図るため、業務改善運動「ＳＷ

ＩＴＣＨプロジェクト」の実施等による職員の自発的な業務改善、行財政規模の是

正及び受益者負担の適正化に向けた取組、官民連携の推進などを定めた「第６次佐

世保市行財政改革推進計画」の後期プランを着実に進めることにより、令和２年度

及び３年度の２年間における収支不足を解消させ、健全な財政運営を維持したうえ

で、行政サービスの安定的な提供を図ってまいります。  

基地との共存共生の推進においては、本市の基地に係る取組に関し、地元住民や

関係団体等の意向を踏まえ、国等と連絡調整を行うなど、市民や企業が、米軍や自

衛隊基地施設と共存共生できる環境の整備に努めます。  

 

先に申し述べたとおり、第７次総合計画では、これらの政策により、「しごと」

が「ひと」を呼び、「ひと」が「しごと」を呼び込む好循環を確立することで、新

たな人の流れを生みだそうと考えます。  

その好循環により、「まち」が活力を取り戻し、「くらし」やすいまちをつくるこ

とができる、いわば人々が安心して生活を営み、子どもを産み育てられる社会環境

をつくりだすことを目指してまいります。  

このことを踏まえ、地方創生を牽引し、新しい時代へ飛躍するための事業群を、

先んじてリーディングプロジェクトとして推進してきており、今後成長を確かなも

のとするために、官民連携して、しっかりとした事業展開を図ってまいります。  

それと同時に、これらの事業群は、地方創生と相まって、第７次総合計画、つま
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り、新しいＳＡＳＥＢＯを形づくる原動力であると位置づけることができ、明日の

ＳＡＳＥＢＯを創り出す重要戦略として位置づけています。  

令和２年度における８つのリーディングプロジェクトの取組内容といたしまし

ては、まず、１つ目の「クルーズ船入港体制整備」については、浦頭地区において、

国土交通省や連携するカーニバルコーポレーションと一体となった港湾施設整備

を進めており、令和２年度に供用を開始し、既存の三浦地区と合わせ、更なるクル

ーズ客船の受入れ強化を図ってまいります。  

増加するクルーズ船の受入れ態勢については、官民連携の組織「佐世保港クルー

ズ船ウェルカム協議会」を中心に、引き続き地域経済効果に繋げる取組の推進及び

地域課題への対応をきめ細かく実施します。  

また、ＩＣＴを活用したクルーズ船の観光バス予約管理システムの運用を行うと

ともに、渋滞緩和のための道路整備等を積極的に促進し、市内観光地とその周辺で

の渋滞や混雑の緩和を図ります。  

今後とも、観光案内や賑わいづくりなどに取り組むことで、クルーズ船の乗客・

乗員の皆様の満足度を向上させ、選ばれる寄港地としての佐世保の知名度を高める

ことで、国際クルーズ拠点形成による集客効果の最大化を図ってまいります。  

２つ目の「俵ケ浦半島開発」については、佐世保港から九十九島までを望む眺望

の丘をメインコンテンツとした観光公園の整備を行っています。  

公園は、九十九島エリアの新たな観光拠点として位置づけ、市民の皆様や国内観

光客はもちろん、今後増加するクルーズ船乗客など多くの人を俵ケ浦半島に呼び込

む「ゲートウェイ（入口）」として、地元で組織された地域振興組織「チーム俵」

など地域の住民の方々の主体的な活動とも連携できるよう進めてまいります。  

観光客用のレストラン施設や物産、観光体験施設の整備、さらには展望施設など、

民間事業者からの事業提案を具体化しながら、交流人口増加への対応と俵ケ浦半島

地域の雇用の場づくりなど地域振興を図ってまいります。  

また、昨年から移転の可能性を検討しております九十九島動植物園（森きらら）

については、移転の可能性について、現在精査中であり、可否については、調査検

討の結果を踏まえ、庁内で十分に議論するとともに、地域の住民の皆様、市民の皆

様、議会からのご意見を十分拝聴しながら、慎重に判断してまいりたいと考えてお

ります。  

３つ目の「名切地区再整備」については、中心市街地に位置する貴重な公有地で

あるため、市民の憩いや交流の場のみならず、西九州させぼ広域都市圏の教育・文

化・スポーツなどを象徴する場としての役割を十分に発揮できるよう、「名切地区

まちづくり構想」において地区全体の土地利用の方針を定め、整備を進めてまいり

ました。  

スポーツ広場や旧児童文化館周辺について、令和元年度に、リニューアルに係る
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事業提案を公募し、民間事業者から優れた提案を受けましたので、当該事業者を優

先交渉権者として選定いたしました。  

令和２年度は、事業者と具体の調整を図りながら、令和４年４月の供用開始に向

けて、子どもの屋内遊び場をはじめ、事業を進捗させてまいりたいと考えておりま

す。  

併せて、県立武道館弓道場の遠的用競技施設等の誘致、旧市民会館等跡地の活用

検討など、中心市街地の新たな拠点、都市の魅力となるよう、公有地活用のための

検討を進めてまいります。  

４つ目の「基地との共存共生」については、引き続き「新返還６項目」並びに崎

辺地区の利活用を基調とした港のすみ分け実現に取り組んでまいります。  

「新返還６項目」のひとつ、基地政策の最重要課題であります「前畑弾薬庫の移

転・返還」につきましては、平成３０年３月に「前畑弾薬庫跡地利用構想」をとり

まとめ、議会と一体となって精力的に要望活動を展開しておりますが、日米合同委

員会合意から既に９年が経過して、未だ具体の時期が見えてこない状況です。  

国においては、弾薬庫移設に係る工事用道路に関し、本市が提示したルートを含

む複数案からルートを決定した後、令和２年度から３年度にかけて調査及び測量を

実施される予定と伺っておりますが、政府予算案において工程の見直しにより先送

りとなった基本設計業務の令和３年度での予算化を含め、淀みない移設事業の推進

について、国に対し強く求めてまいります。  

そのうえで、移転先となる江上・針尾地区をはじめとする関係者の皆様に対しま

しては、ご意見を十分に拝聴し、議会のご理解のもと、引き続き、できる限りの負

担軽減と地域振興に努めてまいります。  

また、崎辺地区の利活用では、陸上自衛隊水陸機動団の水陸両用車部隊を配備す

る崎辺分屯地が昨年３月に崎辺西地区に開設され、隣接する崎辺東地区では、海上

自衛隊による利活用計画に基づき、令和元年度から岸壁整備等の設計業務が実施さ

れています。  

さらに、令和２年度政府予算案において、係留施設や護岸等の港湾施設の実施設

計に係る経費が計上されたところであり、引き続き円滑な推進に協力してまいりま

す。  

このように、崎辺地区における自衛隊の運用拡充、更なる大規模な施設整備が見

込まれるなか、関係地域の交通環境を抜本的に改善するための前畑崎辺道路の早急

な整備は不可欠であり、防衛補助を確保し、着実な事業展開を図ってまいります。 

５つ目の「特定複合観光施設（ＩＲ）誘致」については、人口減少や所得低迷と

いった課題を抱える佐世保市において、「新たな人の流れ」・「良質かつ多様な雇用

の創出」等の地方創生を実現できるものと考え、引き続き県、市議会、地元経済界

と一体となった取組を進めていきます。  
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令和２年度は、長崎県において、ＩＲ事業者の選定手続きを行う予定としており、

立地自治体としての関連する同意事項等について、今定例会に議案としてご提案す

るとともに、提供できる上下水道の施設の調査及び整備方法の検討調査、その他都

市計画上の整理事項の検討などの具体化を進めてまいります。  

県がＩＲ事業者を決定された後には、九州・長崎ＩＲが目指す姿を具体に記した

区域整備計画の作成に立地自治体として協力いたします。  

また、ギャンブル依存症対策も含めた様々な懸念される要因の対策にも、県と連

携し、しっかり取り組んでいくとともに、市民の理解を深めるための活動も積極的

に行ってまいります。  

６つ目の「企業立地・新工業団地整備」については、昨年１０月から分譲を開始

しております佐世保相浦工業団地の早期完売に向け、長崎県や長崎県産業振興財団

との連携を図りながら、一日でも早い売却に向け、企業誘致活動を強力に展開して

まいります。  

７つ目の「英語が話せる街佐世保」については、社会全体のグローバル化が進む

なかで、国際都市佐世保の環境を活かし、時代を切り拓き将来を担う人材を育むた

めに、小・中学校における英語教育の充実、教職員の資質向上を図ってまいります。  

そのなかで、官民協働で取り組んでおります英語シャワー事業につきましても、

参画者及び事業の一層の拡大に努め、市民の皆様が気軽に外国文化、英語に触れ学

ぶことができる機会と、その学びを日常的に実践できる環境づくりを一層進めてま

いります。  

特に、令和２年度より新たに、英語を楽しく実践できるプログラムを持つ人材を

講師として登録し、利用者の希望に応じてプログラムを届ける  「Ｅｎｇｌｉｓｈ

出前プログラム事業」を本格開始します。  

さらに、そのプログラムを活用し、公民館や放課後児童クラブなどを拠点に英語

に親しむ機会を提供する「Ｅｎｇｌｉｓｈステーション事業」を開始し、より日常

的に、英語や外国文化に触れ、交流できる環境づくりに一層取り組んでまいります。 

８つ目の「世界で最も美しい湾クラブ加盟の九十九島・世界文化遺産・日本遺産

の活用」については、加盟している国内４湾（松島、駿河、富山、宮津・伊根）と

連携し、ゲストを交えた交流会等のイベントを九十九島パールシーリゾートで開催

するなど、「世界で最も美しい湾クラブ」のブランド力を活用し、九十九島の魅力

を国内外へ情報発信してまいります。  

さらに、本市の歴史的魅力や特色を伝える文化遺産を構成資産とする日本遺産や、

世界文化遺産「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連遺産」の構成資産である「黒

島の集落」など、世界に通用する観光ブランドを活かしながら、御朱印巡りの実施

などにより、滞在周遊型観光の実現を目指します。  

以上が、本市の成長を牽引し、雇用を多様化させ、人を呼び込むための８つのリ
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ーディングプロジェクトの内容であり、明日のＳＡＳＥＢＯを創り出す重要戦略で

もあります。  

 

続きまして、本市の重点課題と位置づけております石木ダム建設事業の現状につ

いて申し述べさせていただきます。  

石木ダム建設事業につきましては、本市の水源不足の抜本的解決策として、事業

主体である長崎県を中心に事業実施に取り組んでいるところです。建設予定地にお

いては現在付け替え県道工事を進めており、道路の形状も確認できるなど、着実な

進捗が図られているところです。  

しかし、昨年１１月には、長崎県が工期延長を決定し、完成年度を令和４年度か

ら７年度までに、３年間の延長が示されました。  

本市といたしましては、昨今の異常気象を鑑みれば、ダムの完成年度が３年延長

することで、渇水のリスクを抱える期間がさらに長くなることとなり、本来であれ

ば工期延長は簡単に受け入れがたいものでありますが、本市の水源不足の抜本的な

解決策が石木ダム事業しかないため、やむを得ないものと考えております。  

また、この工期延長を受け、本市では石木ダム事業に係る再評価を実施すること

となり、現在、国への報告に向け、諸手続きを進めているところです。  

私といたしましては、何としても石木ダムによる水源確保を早期に実現しなけれ

ばならないと考えており、そのためには、市民の皆様、特に平成６年の渇水を知ら

ない世代や移住・転入者の方に対して水源確保の必要性への理解を求め、また今後

一層、長崎県と常に連携して事業推進に当たっていくことはもとより、市民の代表

であります議会の皆様方と思いを一つにし、一体となって進めていくことが最も大

切なことと考えております。  

 

以上、施政方針につきまして説明申し上げましたが、その方針に基づき新年度の

当初予算を編成しましたので、その概要を説明いたします。  

国の一般会計の政府予算案は、前年度当初比  １．２％増の１０２兆６，５８０億

円と過去最大を更新し、２年連続で１００兆円を超えております。  

現下の重要な課題に的確に対応するため、全世代型社会保障制度の構築に向け、

消費税増収分を活用し、幼児教育・保育の無償化や高等教育の無償化を着実に実施

するとともに、「安心と成長の未来を拓く総合経済対策」を実行するため、「臨時・

特別の措置」を講じることとし、前年度に引き続き、「防災・減災、国土強靭化の

ための３か年緊急対策」などに取り組んでいくこととされております。  

同時に、歳出全般にわたり見直しを行い、「新経済・財政再生計画」の目安を達

成し、新規国債発行額を８年連続で縮減するなど、歳出改革の取組が継続されてい

るものの、財政健全化の目安となる基礎的財政収支（プライマリーバランス）は   
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９．２兆円の赤字となっております。  

地方財政計画につきましては、通常収支分の財政規模は前年度比１．３％増の

９０兆７，３９７億円で、歳入では、地方交付税総額について前年度を上回る額が

確保されたことなどから、地方の一般財源総額は１．２％増の６３兆４，３１８億

円となっております。  

歳出では、地方法人課税の新たな偏在是正策で生じる財源を活用した「地域社会

再生事業費」や、防災・減災対策として、河川等の浚渫を推進するための「緊急浚

渫推進事業費」が新たに計上されたほか、「まち・ひと・しごと創生事業費」が継

続されるなど、引き続き、地方の取組を後押しするものとなっております。  

しかしながら、令和２年度末の国と地方を合わせた長期債務残高は、１，１２５兆

円程度に達する見通しであり、地方においても国の取組と基調を合わせ、歳出全般

にわたり徹底した見直しが求められているところです。  

こうしたなか、本市の予算編成におきましては、第７次総合計画のスタートの年

にあたり、総合計画を着実に実行するため、「圏域の活性化と健全財政の両立」を

掲げ、改革を進めつつ、財源の重点的な配分に努めたところです。  

「第６次行財政改革推進計画」の後期プランに基づく改革・改善の実行により財

源を捻出し、社会保障や教育など市民生活の基盤を支える施策について所要の財源

を確保したうえで、第７次総合計画のまちづくりの方向性である、「しごと」・「ひ

と」・「まち」・「くらし」の取組を牽引するための、８つのリーディングプロジェク

トの推進に優先配分いたしました。  

当初予算の概要でありますが、一般会計は   １，２０８億４，７６４万円で、

社会保障関係費の増への対応に加え、第７次総合計画で目指すまちづくりに貢献す

る事業やリーディングプロジェクト等への重点配分を行ったものの、新西部クリー

ンセンターの完成などによる普通建設事業費の減などもあり、前年度当初予算に比

べ３．６％の減となっております。  

次に、特別会計は、７８１億７１３万円で、住宅事業特別会計における事業費の

増などがある一方、国民健康保険事業特別会計において、国民健康保険事業費納付

金が減となったことなどから、前年度当初予算に比べ１．３％の減となっておりま

す。  

次に、企業会計は、２２６億６，５７３万円で、下水道事業会計における事業費

の減などにより、前年度当初予算に比べ１．８％の減となっております。  

従いまして、本市の予算総額は２，２１６億   ２，０５０万円となり、前年度

当初予算に比べ   ２．６％の減となっております。  

 

最後に、条例議案、一般議案及び報告案件につきまして説明申し上げます。  

まず、条例議案でありますが、職員定数に関するもの、附属機関に関するものな
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ど２３件を提案いたしております。  

一般議案といたしましては、工事請負契約に関するものなど８件を提案いたして

おります。  

報告案件といたしましては、市長専決処分に関するもの２件でございます。  

なお、各議案の詳細につきましては、配付いたしております予算説明資料、条例

議案等に関する資料をご参照いただきたいと存じます。  

 

以上、令和２年度における施政方針及び本日提案いたしました議案の説明を述べ

させていただきました。  

昨年の市長選挙後、６月定例会における所信で申し述べましたとおり、平成から

令和という新しい時代を迎え、人口減少や経済のグローバル化など大きな荒波が押

し寄せてくることを覚悟し、それに立ち向かう体制の強化とともに、様々な政策を

実施していかなければならないと考えています。  

報道によると、「令和」の手話表現は、片手を前に押し出しながら、すぼめた指

先をゆっくりと開く動きだそうです。これは、出典となった万葉集の歌が花の美し

さを讃えていることを踏まえ、指先をゆっくりと開く動きには春先につぼみが開い

て花が咲く様子を、その手を前に押し出す動きには「未来へ進んでいく」という意

味を込めたということでありました。  

市民の皆様、議員の皆様と共に、先人たちから受け継いだ、本市の歴史や文化な

どを守り、活かしながら、令和という新しい時代に、「令和」の手話表現と同じよ

うに、「海風薫り  世界へはばたく“キラっ都”ＳＡＳＥＢＯ」という花が咲き、

希望と活力ある未来へ進んでいかなければならないと強く決意しております。  

市民の皆様、議員の皆様のご支援、ご協力を賜りますよう、よろしくお願い申し

上げます。  


